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１．は じ め に

地域の中小企業１による共同開発の事例は，近年，産官学連携が広がるとと
もに紹介されることが多いが，イノベーションにつながるまでのメカニズムを
必ずしも十分に説明できてはいない。本論では，既存のイノベーション等にか
かわる理論や議論を組み合わせて，そのメカニズムを説明できそうな影響要因
の候補を想定した上で，事例によって開発が成功するまでに影響する要因を
ピックアップする。

大企業によるイノベーションは研究開発投資が高いレベルにあるにも関わら
ず大きな効果（収益性など）を出してはおらず，企業規模で比較しても規模が
大きければ成果があるというわけでもない。そこで，大企業による成果向上と
は別に，企業数が圧倒的に多い中小企業（約９９．７％）によるイノベーション，
とくに地域に立地する中小企業に期待したい。

中小企業は，一般的に企業規模が小さいために経営資源も限られている。し
かし優位性も有り，特定分野での技術などのシーズ，経営者の企業家精神，意
思決定の速さなどである。

本論は，「地域の中小企業による共同での研究開発の事例」を紹介するが，
最終目標は「企業間協力によるイノベーション２を起こすメカニズムを説明す
る要因」を洗い出すことにある。

１ 中小企業基本法における定義による。
２ シュンペータ（Schumpeter,１９２６）による５つの分野のうち，新製品開発，新

製造方法の開発を想定している。
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２．ロジックと理論面からの議論

ここでは，研究開発チームの形成から実行，そして成果が出るまでについて
時系列的に考えて，それぞれの局面において，ロジックと理論面から重要な事
柄を整理していく。

まず，中小企業が単独ではなく，他と共同で研究開発などを開始するにあ
たって，自らの経営資源を活用し，他と組み合わせることで，新たな知識を創
造することによって，新たな競争優位を獲得することが有利であるという判断
があるはずである。共同よりも単独開発が有利であると判断すれば共同開発方
式を採用しない。もしくは，他のパートナーが見つからないとか，単独開発に
は経営資源が不足すする場合は，研究開発を断念するという判断もある。他の
パートナー選びには，チェスブロウ（Chesbrough,２００３）が提唱するオープン・
イノベーションの概念が適用されよう。オープン・イノベーションの概念から
いうと，至る所と情報を交換することを含意すると考えられる。オープン・イ
ノベーションにふさわしい産業と，そうでは無い産業をチェスブロウ自身が例
示（Chesbrough,２００３Fig.４）していることから，オープン・イノベーション
の適応には条件が有ると考えられる。共同開発のプロジェクトのメンバーを見
つけるまでは候補は極力オープンに，メンバーが決まったら他者とは一線を画
してクローズに，メンバー内では情報提供はオープンにという適用方法が妥当
でなかろうか。限定的なオープンイノベーション（limited open innovation）
といえる。

共同開発の場合，参加メンバー企業間には，企業の境界（boundary of firm）
が存在し，個々の企業が持つ経営資源が流出するリスクが有るが，最大限に出
さないと新しい知識創造は限定的になってしまう。そこには，機密保持契約と
いった契約も必要だが，相互に「信頼（trust）」が存在することが必須のもの
となるであろう。さらに，研究資金をメンバー間でどのように分担し，研究成
果をどのように分かち合うのかという点も重要である。

共同開発が始まったら，企業内の場合と同様に，知識創造は，野中らの
SECIモデルが示唆するような知識創造のスパイラルが起きるであろう。ただ
し共同開発は期間限定のプロジェクトとなることが多い。単一企業内での研究
開発であれば，プロジェクトのスタートは経営者が判断し，うまくいかない場
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合のストップという判断も経営者が行う。しかし，共同開発の場合，とくに中
小企業間では，投資資金（investment fund）的な限界が有って３年程度の間
である程度の成果が出ないと，参加メンバー企業の中には撤退という意思決定
をする経営者が出てくる。したがって，短期に計画通りにSECIモデルのスパ
イラルが機能して成果が出るような場合に適用されると考えたほうがよさそう
である。

プロジェクトチームが形成されたらNonaka and Konno（１９９８）でいうとこ
ろの「場（ba: place）」と「リーダーシップ（leadership）」が必要となる。「場」
とは，研究開発の実験・試作や測定・評価などの実施や打ち合わせ等の実施場
所であり，地域の中小企業による共同開発の場合は近接した場所に立地してい
るので，頻繁に情報交換をすることができる。

リーダーは，単独企業の場合は明確だが，共同開発の場合は参加企業から選
ばれたリーダーがそれぞれ担当部分の責任を持つが，そのときプロジェクト全
体のリーダーを誰が務めるかが大きな課題となる。参加企業の各リーダーは
個々の企業の経営者となる可能性が高く，相互間には上下関係は無く，プロ
ジェクト成功後に対する期待感はもちろん，企業間における「信頼（trust）」
が相互の協力関係の維持に必須となろう。

まとめると，オープン・イノベーション（open innovation）を前提とした
共同開発には，場（place），信頼（trust），投資資金（investment fund），リー
ダーシップ（leadership）が成功要因の候補となる。４つのそれどれが影響要
因であるということを仮説とする。頭文字をとって，「OPTIL（limited open
innovation paradigm with place, trust, investment, and leadership）パラダイ
ム」と仮称する。

３．先行研究（実証）における議論

ここでは，オープン・イノベーション（open innovation）を前提とした共
同開発には，４つの要因，すなわち，場（place），信頼（trust），投資資金（in-
vestment fund），リーダーシップ（leadership）が，先行する実証研究では，
どのように議論されているのかを紹介する。

場（place）とリーダーシップ（leadership）について，Nonaka and Konno
（１９９８）や，林倬史（２００８）でも議論している。リーダーによる組織の境界マ
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ネジメント能力が低いと，プロジェクトが成功するとは限らない（Ancona D.
G. and Caldwell D.F.,１９９７）。

Shamah（２０１４）は，エジプトの自動車産業のサプライチェーンにおけるオー
プン・イノベーションの調査では，「信頼関係」の影響が大きいとしている。
Bengtsson et al.（２０１５）は，フランスにおけるソフトウエア産業でのケース
スタディによると，異なる種類のパートナー（研究者／コンサルタント，取引
先，他の産業における競合者）が相手の場合，研究成果にプラスに働くが，多
種類のパートナー数，専門分野の数が多いとマイナスに働くとしている。これ
らのことから信頼できるパートナー選びが大きく影響する。

企業の研究開発投資が内部キャッシュフローに依存することをHall（１９９２）
は米国の大企業を対象に，また，Himmeoberg and Petersen（１９９４）は米国
の小規模の研究開発型企業を対象とした分析で確認している。研究開発型の企
業は，外部からの資金調達により研究開発投資をファイナンスすることが稀で
あることをCarpenter and Petersen（２００２）は，検証している。このことから
資金調達が重要である。国などによる政策的な補助の必要性も有る。

４．分析対象と方法

４．１ 共同開発の事例の地域特性（埼玉県南西部地区）
産業集積の最先端地域であるTAMA（技術先端首都圏地域：Technology

Advanced Metropolitan Area）クラスターは，東京都多摩地区，埼玉県南西
部地区，神奈川県中央地区を包括する地域であり，電気機械，輸送用機械，一
般機械，金属製品，プラスチック製品，電子機器部品，金属加工，工作機械，
その他の産業集積があり，大学や研究所も多く立地している。このため経済産
業省でも，重点モデル地区と取り扱っている。特に東京多摩地区での大学立地
は工場等制限法の隠れた効果３であり，工場と大学の集積的立地があり産学連
携が期待されているだけでなく，様々な試みがなされるだけでなく実行段階に

３ 工場等制限法は，「首都圏の既成市街地における工業等の制限に関する法律」
（１９５９年制定）と「近畿圏の既成市街地における工業等の制限に関する法律」（１９６２
年制定）の総称であり，都市部への人口と産業が過度に集中することを防ぐた
めに，工場と学校の新・増設が制限されており，２００２年に廃止された。
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なっているものも多い。経済産業省関東経済産業局のもとでは，㈳TAMA協
会が支援活動を行っている（図１を参照）。

とくに，国の政策として，２００７年から産業クラスターにおける企業間協力に
関して，「新連携」と「サポイン」の政策を行っており，TAMA地区でもこの
補助金制度を活用する企業が出てきている。「新連携」とは，中小企業新事業
活動促進法において「異分野連携新事業分野開拓」が正式名であり，事業の分
野を異にする事業者が有機的に連携し，その経営資源（設備，技術，個人の有
する知識及び技能その他の事業活動に活用される資源）を有効に組み合わせて，
新事業活動を行うことにより新たな事業分野の開拓を図ることをいう。国から
の資金的補助やサポートが受けられる。この制度の対象とするような企業間の
協力関係によるイノベーションが期待されている。

サポイン事業（サポーティングインダストリー：戦略的基盤技術高度化支援
事業）は，中小ものづくり高度化法の認定を取得した研究計画で，特に中小企
業・小規模事業者が大学，公設試等の研究機関等と連携して行う，製品化につ
ながる可能性の高い研究・開発及び販路開拓への取組を一貫して支援している。

TAMA地区の中心である東京都多摩地区では，大企業の工場や研究所，中

図１ TAMA協会（社団法人首都圏産業活性化協会）
出所：http:／／www.kanto.meti.go.jp／seisaku／juten／baitara／０４０６０１tama.html
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小企業の工場が多く，相互間での部品取引（垂直統合）は，さほど多くない。
八王子市には大学の立地が多く，理工系の大学と地域企業の連携が進んでいる。

TAMA地区は，多くの工場が立地の優位性で集積している。核になる大企
業の大工場も複数立地している。それらと取引関係が有る下請け企業は，比較
的に広域な地域に立地していることから，この中の特定の地域を取り上げると，
近くに立地しながら，お互いがどういった製品を製造しているのか知らないと
いう企業が多数，立地している。商工会議所や商工会などの民間団体による企
業交流会が実施されているが，民間団体は市町村の行政区域ごとに組織されて
いる。TAMA協会では，市町村だけでなく，都・県境を越える広域地域での
企業交流会を実施してきた。

ここでは，埼玉県西南部地区（秩父・東松山を除く，荒川以西）を中心に取
り上げるが，地域としては広域TAMAの一画であり，地区内では川越市が古
くからの産業立地があり狭山市と入間市にも産業集積が見られる。特に，輸送
用機械製造業の大手工場をはじめ，ハイテク産業を支える加工技術に優れた中
小企業が存在することが特徴である。国道１６号線を介して多摩地区や神奈川中
央地区（相模原市，厚木市など）と交通の便がよい４。

埼玉南西部地区の地域産業の類型を表１に示す。なかでも，狭山・入間両市
の製造業の産業集積に焦点を当てるが，その理由を整理すると，①製造業の集
積地である，②製造業は原材料や部品などで他業種との取引（産業連関）があ
るということである。

製造業は，原材料や部品などといった他業種との取引での繋がり，つまり
「産業連関」が起き，企業間の取引が増加するという効果がある。特に，電

表１ 埼玉南西部地区

川越市：伝統産業，大企業（戦前，工業団地，単独立地），中小製造業……商工業
所沢市：大規模住宅，商業施設，お茶，中小製造業……住宅・商業
狭山市：大企業工場，中小製造業，お茶……工業出荷高では県内№１（１社依存）
入間市：工業団地，中小製造業，お茶，伝統産業（繊維）……茶業，工業
飯能市：物資の集積地，大企業工場（２社）……伝統の街・住宅

４ このルートは，かつて関東のシルクロードとも呼ばれ，川越や青梅から八王
寺を経由して，地場産業の織物を横浜経由で輸出していた。
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気・電子機器，機械関係（組立産業）向けの部品製作など，付加価値の大きい
技術開発型企業の立地が狭山・入間両市には既にあり，高付加価値型に業態を
変更してきている中小企業が多い。仮に労働集約型など低付加価値型の企業が
低賃金の海外に移転して，この地区から去って行っても，高付加価値型の企業
やハイテクベンチャーが立地できる場所である。このような，首都圏の産業集
積地の好環境を維持する政策が必要である。このような地域に対しては，大規
模な公共投資よりも企業の活力を刺激する方が早く，企業活動を進めやすくす
るような環境整備を行う方がよいと考えられる。企業が集積している事による
効果は，M. E. ポーター（Porter,１９９０）の言う「ダイアモンドモデル」に示
す４つの条件５とともに，地域内の企業間および，産学間での相互協力や相互
補完が十分に発揮できることが重要と言える。

４．２ 分析方法
オープン・イノベーション（open innovation）を前提とした共同開発には，

場（place），信頼（trust），投資資金（investment fund），リーダーシップ（lead-
ership）が成功要因の候補となる。４つのそれどれが影響要因であるというこ
とを仮説として事例から分析する。

事例の内容を次節以降に示すが，前段階として，４つの影響要因に集約する
前の関連項目を，ここで，整理しておくものとする。

関連項目は，①開発の名称，②イノベーションの種類，③オープン／クロー
ス・イノベーション，④企業の境界の解消，⑤経営資源の維持，⑥技術スピー
ド，⑦知識の深さ，⑧競争の激しさ，⑨モジュール／インテグラル，⑩メン
バー構成，⑪資金提供者，⑫距離，である。

事例の企業のイノベーションは，「新製品開発」，「新製造方法の開発」であ
り，共同開発であることがわかっているので，「他社からの技術導入など共同
での開発（オープン・イノベーションだがメンバー限定）である」ことを前提
に分析を進める。

事例は，インタビュー形式で，経営者もしくは開発責任者に対してヒアリン

５ ポーターによると，①企業の戦略および競争環境，②要素投入条件，③需要
条件，④関連産業・支援産業，という４つの要因からなる。
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グしている。あらかじめまとめた項目について，質問を行い，表に整理すると
いう方法をとった。これは，インタビューでは，多岐に渡る情報を入手できる
が，後での整理と分析が複雑になることがあるからである。

まず，開発の内容，目的，課題，解決策，関係者などについて質問している。
さらに，開発状況について，時系列的に，ステップ１，２……という形で整理
できるように質問しており，成功要因を確認している。

そして，関連項目は，前述の①から⑫である。これらは，インタビューで面
談者から確認している。

４．３ 事例分析対象企業の紹介
工業部品塗装業の（Ｋ社）の事例２件，生産機械装置製作会社（Ｓ社）の事

例２件を紹介する。両社の会社概要を，表２と表３に示す。
Ｋ社は，工業塗装加工業の業界団体である日本工業塗装協同組合の役員を務

表２ Ｋ塗装工業所

㈲Ｋ塗装工業所
埼玉県Ｓ市Ｎ
資 本 金：３００万円
創 業：昭和３３年，現経営者は２代目
主な製品：塗装＋アッセンブリ品，マスキング塗装品，ソフトフィール塗装品，スピンド

ルUV塗装，塗装レーザーマーカー品
品質方針：①顧客第一主義を貫く，②高い品質とサービスの提供，③顧客満足度の向上，

④継続的改善
環境への取り組み：塗装業界では，VOC削減に向けての取り組みが始まっており「化学

物質排出量 等管理マニュアル」の作成に協力した

昭和３３年：創業 Ｋ塗装店（東京都大田区）
昭和４０年：有限会社Ｋ塗装工業所設立
昭和４３年：埼玉県に工場開設
昭和５３年：埼玉県に新工場設立（現在地）
平成１７年：ISO９００１品質マネジメントシステム認証取得
平成２２年：VOC削減に関する埼玉県「経営革新計画」承認取得
平成２２年：「水性工業塗装工場」宣言（日刊工業新聞広告掲載）
平成２４年（８月）：塗装分野のサポイン認定
平成２４年（１１月）：TAMA環境ものづくり大賞 受賞
平成２７年（３月）：１００℃未満の低温度帯で約１５℃の放熱塗装を実現（サポイン採択）
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めている。組合では，会員企業に対して，吹付スプレー塗装の方法を改良し，
会員企業にノウハウを開示している。同方法を採用した企業においては，さら
なる工夫をこらし，その情報を組合に提供している。これは，組合役員である
Ｋ社（狭山市：工業部品塗装業）など数社で実施していた方法を基にしている。
Ｋ社においても他社での実施例の情報を得ることができ，さらなる塗装方法の
工夫が可能となっている。

Ｓ社は，工場内の超音波洗浄装置など，生産現場における設備・機械を受注

表３ Ｓ工業株式会社

Ｓ工業㈱
埼玉県Ｉ市Ｍ（事務所） 工場（Ｔ市）
設立 １９９３年４月
従業員：５名
業 種：精密機械開発設計・製造

設備機械装置を開発から設計・製作まで一括受注し，一貫した体制で対応
半導体洗浄装置・半導体製造装置の開発製造，特機・研究開発品の開発製造など

〈納入実績〉
・半導体洗浄装置，半導体製造装置の開発製造
・特機・研究開発品の開発製造
・クリーンベンチ（クリーンドラフト）の開発製造
・ドラフトチャンバー（ドラフト）の開発製造
・クリーンブース・クリーンユニット等の開発製造
・超音波洗浄器（超音波洗浄機）の開発製造
・半導体製造・食品製造装置などの改造・移設
・機械加工・板金加工・樹脂加工・装置組立

〈会社理念〉
お客様のニーズに基き，常に「High Quality, Low Price, Speedy」で製品を作り，安心

をお届けする。目標，理念を高く持ち，妥協を許さない事を，基本方針としております。

〈経営理念〉
人間尊重を基本として，豊かな価値を創造し，社会に貢献する企業集団をめざします。

①『人の為になすは人の為に有らず』
人を大事にする（自分を大切にしたければ，先ず他人を大切にしよう）

②『苦あれば楽あり』
新しい価値を生み出す（「楽」を生み出せる価値を作ろう）

③『人間到る処青山有り』
社会貢献をする（志を大きくもち，後悔しないように，大いに活躍しよう）
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設計・施工を行っている。設備機器の製造は単品製作であり，顧客においては
生産上のノウハウの凝集といってよい設備であり，設備製作メーカーとしては，
他の設備の納入実績での経験をもとに個別設計を行う。

５．分 析 結 果

⑴ 工業塗装業者の事例
ケース１と２は，工業塗装業者（Ｋ社）の事例である。

表４ Ｋ社の事例（ケース１）：放熱塗装の開発

ケース１ ．放熱塗装の開発

目 的：樹脂製部品の表面に塗布した塗料の放熱によって，部品の温度上昇を抑える。
課 題：自動車用の前照灯（ヘッドライト）は電球部品が反射板の付いたリフレクター（樹

脂製部品）により保持されている。電球の発熱によって，ヘッドランプの取り付
け部が変形して光軸がずれて，投光角度がずれる。

解決案：電球の発熱は所与として，反射体などの樹脂部品が熱（伝導，輻射）を受けても
放熱できるように，樹脂への塗装における塗装膜を放熱しやすいものとする。

関係者：部品納入業者（Ｎ産業），樹脂部品への塗装加工者（Ｋ社），スプレーガンメーカー
（Ｍ社），公的研究所（Ｔ研究所），大学（Ｔ大学），TLO（技術移転機関）
実施主体はＫ社

開発状況：
ステップ１：課題の検討依頼……部品納入業者 → 塗装加工者
ステップ２：解決策の探索⑴……塗装加工者にて，ビーズ（中空セラミック）

断熱効果があるが，かえって蓄熱してしまった（失敗）
ステップ３：解決策の探索⑵……塗装加工者にて，骨剤を入れうまくいきそう
ステップ４：塗料配合，スプレーガンの選定，塗装条件 等々の情報取集，アドバイス
ステップ５：補助金（サポイン）申請……研究費の１００％補助

申請はプロジェクト管理（TLO），Ｋ社，Ｍ社，Ｔ研究所
ステップ６：最適な条件を探索……塗装加工者にて
ステップ７：塗装技術の確立
ステップ８：実用化

注：塗料は，基礎になる「樹脂」に，色を出す「顔料」を加えて，流動性を増すように「溶
剤」を加える。塗料の機能性を高めるために，添加物を加えることは，従来から行わ
れており，例えば耐食性能を高めるために，フレーク（雲母状）を加えるなどといっ
たことは行われている。

成功要因：Ｋ社社長の創意工夫と意欲，良き協力者，公的資金の受給が，効果を出せた例
と言える。

出所：ヒアリングに基づき筆者が作成。
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ケース１は，放熱塗装の開発である（表４参照）。自動車用の前照灯（ヘッ
ドライト）は電球部品が反射板の付いたリフレクター（樹脂製部品）により保
持されている。電球の発熱によって，ヘッドランプの取り付け部が変形して光
軸がずれて，投光角度がずれる。対向車線を走行する自動車にとっては，安全
運転上の障害になる可能性も有る。解決案として，電球の発熱は所与として，
反射体などの樹脂部品が熱（伝導，輻射）を受けても放熱できるように，樹脂
への塗装における塗装膜を放熱しやすいものとすることが考えられた。放熱塗
装の先行事例としては，ロケットの先端用に開発され，建築物の外壁塗装に用
いられているビーズ（中空セラミック）を混入する方法が有る。リフレクター
（樹脂製部品）に，同様の方法で塗布したが，かえって蓄熱してしまい，温度
が上がってしまった。他の骨材を試すと放熱効果によって温度が下がることが
わかった。骨材を混入する為，混入比率はもちろんのこと，塗料を塗布すると
きに使うスプレーガンの選定，流動性を確保するための溶剤の比率など，最適
の塗装条件を選びだすのは，試行錯誤を要する。研究費の補助として，サポイ
ン（基礎研究）の補助を経済産業省から受給した。なお，スプレーガンメーカー
（Ｍ社），公的研究所（Ｔ研究所），大学（Ｔ大学）の協力を得ることができ，
塗装技術の開発ができ，実際に使用されている。さらに，他の用途を開発中で
ある。

ケース２は，機能性塗装の開発であり，現在，取り組みつつある。開発中の
ため詳細は省略する。

⑵ 洗浄装置業者の事例
ケース３と４は，生産機械装置製作（Ｓ社）の事例である（表５，表６参照）。
ケース３は，ケナフは植物資源として注目されているが，繊維の抽出・分離

は，多くを人手に頼っている。ケナフ繊維の用途として樹脂の補強材（現状は
グラスファイバーや炭素繊維など）に使用すると廃棄処分が容易になる。例え
ば自動車のバンパーなど用途は広い。

ケース４は，機械部品などの表面浄化にレーザーを用いた装置の開発である。
機械部品などの表面を浄化するには，薬剤やブラスト材（研磨材）を用いた方
法が一般的である。しかし，浄化後の薬剤やブラスト材の処理で問題を抱えて
いる。レーザーを用いた浄化装置が可能であれば，後処理の問題は大きく解決
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する。用途は，自動車タイヤホイールのゴム焼き付き除去など，機械部品全般
に使用可能である。レーザー機器（発信器）メーカー（Ｔ社），生産機械装置
製作（Ｓ社），集光ミラー・レンズメーカ（Ｕ光学）である，「新連系」の補助

表５ Ｓ社の事例（ケース３）：ケナフ繊維抽出分離装置の開発

ケース３ ．工業用に使えるケナフ繊維抽出分離装置の開発

目 的：ケナフ（Kenaf：洋麻）の繊維を抽出して分離する装置の開発
課 題：植物資源として注目されているが，繊維の抽出・分離は，多くを人手に頼ってい

る。ケナフ繊維の用途として樹脂の補強材（現状はグラスファイバーや炭素繊維
など）に使用すると廃棄処分が容易になる。例えば自動車のバンパーなど。用途
は広い。

解決案：基礎研究（抽出・分離）は大学で完了しており，抽出分離装置化が課題であった。
Ｓ社で試作・開発を行い，試作したケナフ繊維は繊維納入業者経由で樹脂複合材
メーカーで評価を行った。輸入品よりも均質な繊維が得られ，輸入業者の敷地内
に抽出分離装置を実用化する計画が進められた。

関係者：繊維納入業者，基礎研究（大学），生産機械装置製作（Ｓ社），国内でのケナフ提
供（農家），樹脂複合材メーカー，ベンチャーキャピタル

開発状況：
ステップ１：抽出・分離方法についての基礎研究は大学での実験室レベルでの開発は済
ステップ２：生産用実機の試作機開発……装置の開発主体はＳ社

生産現場に関する知見は誰にも無い。他の生産装置の知識から類推
ステップ３：開発費……ベンチャーキャピタルから資金３億円提供の申し入れ有
ステップ４：装置の概念設計……Ｓ社が提案。評価できる知識を持っていない
ステップ５：装置の詳細設計……操作，メンテナンス，安全，耐久性を確保した設計
ステップ６：試作した繊維の評価……樹脂複合材メーカーで合格
ステップ７：実機の工場計画……実用化に向けて繊維納入業者にて設置を予定
ステップ８：特許申請……繊維納入業者，大学，Ｓ社の共同出願
ステップ９：ベンチャーキャピタルが１００％の権利譲渡を要求。返済要求まで有り

「資金提供＝特許件１００％」という考え方。３億円では全てをまかなえて
いない

ステップ１０：繊維納入業者，大学，Ｓ社には何も見返りが無くプロジェクトは瓦解

注：特許申請については，繊維納入業者，大学，Ｓ社で共同出願を前提にスタート。
ベンチャーキャピタルの出資条件に特許権の譲渡は含まれておらず，次の段階で事業
化に対しての見返りが条件であった。中小企業にとって法廷闘争は難しく，中断した。

失敗要因：研究開発成果の帰属は開発チーム間では明確なされていたが，資金提供者（ベ
ンチャーキャピタル）とは明確ではなかった。

出所：ヒアリングに基づき筆者が作成。

駿河台経済論集 第２６巻第１号（２０１６）

１２２



を受けた。

６．考 察

ケース１からケース４までを，表７にまとめた。表に整理した事柄は，①開
発の名称，②イノベーションの種類，③オープン／クロース・イノベーション，
④企業の境界の解消，⑤経営資源の維持，⑥技術スピード，⑦知識の深さ，⑧
競争の激しさ，⑨モジュール／インテグラル，⑩メンバー構成，⑪資金提供者，
⑫距離，である。インタビューで面談者から確認している。これらを表に整理
したうえで，４つの仮説の各項目の状況を考察するという方法をとった。

Ｋ社のケース１については，塗料の試作に手間どったが，断熱塗料の開発に

表６ Ｓ社の事例（ケース４）：レーザーによる表面浄化装置の開発

ケース４ ．レーザーによる表面浄化装置（イレーザー）の開発

目 的：機械部品などの表面浄化にレーザーを用いた装置の開発
課 題：機械部品などの表面を浄化するには，薬剤やブラスト材（研磨材）を用いた方法

が一般的である。洗浄後の薬剤やブラスト材の処理で問題を抱えている。
用途は，自動車タイヤホイールのゴム焼き付き除去など，機械部品全般に使用可能

解決案：レーザーを用いた浄化装置が可能であれば，後処理の問題は大きく解決する。
関係者：レーザー加工業者（電子ビーム，受託加工）（Ｔ社），生産機械装置製作（Ｓ社），

レーザー設計（Ｌ社），集光ミラー・レンズメーカー（Ｕ光学）
開発状況：

ステップ１：課題検討の相談……Ｔ社営業部長からＳ社社長に，相談があった。広域地
域の企業交流会で同郷であることがわかって知り合いとなった。

ステップ２：補助金（新連携）の申請……Ｔ社，Ｕ社，Ｓ社
ステップ３：装置の概念設計……３社が検討
ステップ４：レーザー発信器……レーザー強度設定はＴ社が最適条件を見つける。条件

を満たすレーザー設計（Ｌ社）
ステップ５：集光システムの設計……Ｕ社が設計
ステップ６：試作機の仕様を決定……Ｓ社が設計。３社で検討
ステップ７：試作機での条件設定……レーザー照射技術の確立
ステップ８：実用機の設計……Ｓ社が基本設計，Ｕ社とＴ社が協力
ステップ９：実用機の製作……Ｓ社
ステップ１０：実用機の販売……Ｔ社

成功要因：３社の役割分担が明確。試作費は補助金で賄えた。

出所：ヒアリングに基づき筆者が作成。
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成功した。ケース２については，ケース１の経験があったので，機能性塗装の
開発に着手することができた。

Ｓ社のケース３は，開発そのものは成功したが，資金提供者であるベン
チャーキャピタルが，知的財産権の全てを後から要求してきたので，結局は頓
挫してしまった。ケース４は，パートナー企業の社長との個人的な関係が，う
まく機能して，開発そのものも成功した。

４つの要因，すなわち，場（place），信頼（trust），投資資金（investment
fund），リーダーシップ（leadership）について，考察する。

まず，場（place）について，首都圏の埼玉南西部を含むTAMA地区の中で
の共同研究であり，事例のＫ社とＳ社が，開発の中心的な場となった。

リーダーシップについては，Ｋ社は開発プロジェクトの中心となり，Ｓ社は

表７ ケース１から４のまとめ

Ｋ社：ケース１ Ｋ社：ケース２ Ｓ社：ケース３ Ｓ社：ケース４

開発の名称 断熱塗装 機能性塗装 ケナフ分離 イレーザー

イノベーション
の種類

新しい品質の財
貨の開発

新しい品質の財
貨の開発

新しい生産方法
の確立

新しい生産方法
の確立

オ ー プ ン／ク
ローズ オープン オープン オープン オープン

企業の境界の解
消 信頼関係 信頼関係 ビジネスへの期

待 信頼関係

経営資源の維持 価値，希少性 価値，希少性 価値 価値

技術スピード 早い 早い 中程度 中程度

知識の深さ 深い 深い 複雑，広範囲 複雑，広範囲

競争の激しさ 中程度 中程度 中程度 中程度

モジュール／イ
ンテグレート モジュール モジュール インテグレート インテグレート

メンバー構成
取引関係者，経
営者（信頼），大
学，試験機関

検討中
取引先関係者，
将来の取引先，
大学

将来の取引先，
経営者（信頼）

資金提供者 サポイン 検討中 検討中 新連系

距離 首都圏 首都圏 近隣 近隣
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開発プロジェクトのサブリーダーとなっている。
投資資金に関しては，４事例のうち２事例が補助金を受給したことによって

開発が成功している。ケース３については，開発そのものは成功しているにも
かかわらず，資金提供者（ベンチャーキャピタル）が成果を独占しようとした
ことからプロジェクトが頓挫してしまった。

以上のことから，４つの要因が共同開発の成功に重要な影響を及ぼしている。

７．結 論

本論では，中小企業による共同開発による知的創造に注目した。企業の境界
を超えて，取引先，協力企業，同業者間での協力関係におけるKMに焦点を合
わせて，４つの事例を紹介した。

この中で，４つの要因，すなわち，場（place），信頼（trust），投資資金（in-
vestment fund），リーダーシップ（leadership）が，成功要因であろうという
仮説をもうけて，事例４件で確認することを試みた。概ね４つの要因で説明が
付きそうで あ り，「OPTIL（open innovation paradigm with place, trust, in-
vestment, and leadership）パラダイム」でまとめられそうである。今後，事
例の件数を増やすことで確度を高めていきたい。さらにアンケート調査を計画
している。
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